
係

2 2 2

Ｃ
　
事
　
業
　
コ
　
ス
　
ト

単位：千円
２８年度 ２９年度 ３０年度 ３１年度 ３０年度

（決算） （決算） （決算） （予算） 事業費内訳

事業費　① 0 0 9,599 50,000 合計 9,598,932 円
委託料 9,598,932 円

財
　
源

特定財源 0 0 0 0

一般財源 0 0 9,599 50,000

職員人件費　② 0 0 3,472 7,740

総事業費（①＋②） 0 0 13,071 57,740

建
設
事
業

全体事業費（単位：千円） 0 ３０年度特定財源名称

３０年度までの累積事業費 0

２年度以降の事業費見込 0

Ｄ
　
　
　
Ｏ
　
　
∧
　
　
実
　
　
施
　
　
∨

平成３

Ｐ
　
　
Ｌ
　

１

　
Ａ
　
　
Ｎ
　
∧
　
計
　

年

画
　
∨

Ａ
　
事
　
業
　
概

度

　
要

総合計画
分野 計画

（

推進

基本施策 行政経営

平

施策体系
施策の内容 効

成

率的な行政運営

目
　
　

３

　
的

　税制改正に適切

０

に対応し、正確な賦課

年

を実

主
た
る
内
容

○導入

度

作業
施できるよう、新

評

規システムの導入を図

価

る。 　・業者選定
　・

）

基本設計
　・計画立案

刈

　・要件分析
　・シス

谷

テム開発
○運用開始時

市

期
　　令和2年11月

事

（予定）

位
置
づ
け

関連

務

計画

根拠法令 地方税法

事

、刈谷市税条例、刈谷

業

市都市計画税条例

対象

評

者 納税義務者 事業期間

価

平成３０年度 ～ 令和２

シ

年度

実施方法 □直営　

ー

■委託　□指定管理　

ト

□補助・助成　□その

（

他

様式１）

会計名 担

Ｂ
　
事
　
業
　
実

当

　
績

２８年度実績 ２９

部

年度実績 ３０年度実績

総

３１年度計画

　 　 ・業

務

者選定 ・詳細設計の作

部

成
　 　 ・基本設計の作

一

成 ・新システムの開発

般

　 　 ・スケジュールの

会

作成 ・新システムへの

計

データ移行
　 　 ・運用

固

方法の検討
　　　――

定

――――― 　　　――

資

―――――

・システム

産

導入に関する全体スケ

税

ジュールを作成し、実

シ

施すべき作業を洗い出

ス

すことにより、業務の

テ

全体像を把握した。

成

ム

果
・システム導入に係

導

る打合せを実施し、導

入

入後に変更すべき運用

事

方法を把握した。

・新

業

システム導入に際し、

担

今後変更される運用に

当

ついて、課内で情報共

課

有を図り、いかに効率

税

的に業務を行うか、検

務

討し

　ていく必要があ

課

る。
課題

指標名称（単

款

位）
実績値 目標値

２８

項

年度 ２９年度 ３０年度

目

３１年度 ３年度

活動 導

担

入工程における作業単

当

位の進捗率 ― ― 13.

係

7 85.1 100
指標

土

（％）
活動
指標

刈谷市

地

独自事業のため他市で

係

は実施なし。
他市との

・

比較検証

家屋



2 2 2

Ｄ
　
内
　
部
　
評
　
価

各視点からの評価 評価の理由

　効率的

平

な行政運営を行うに当

成

たり、複雑化した税制

３

に対
・法的業務

高い
応

１

するシステムを構築し

年

、正確な賦課を速やか

度

に実施する
必要性 ・市

（

民ニーズ、社会需要 必

平

要がある。また、固定

成

資産税の賦課は、地方

３

税法に基づ
・市民生活

０

上必要である　など き

年

、市が主体となって実

度

施する事業である。

　

評

パッケージシステムを

価

導入することにより、

）

情報収集及
・コストの

刈

節減、費用対効果
高い

谷

びサポート体制の充実

市

が図れ、業務を効率的

事

に実施するこ
効率性 ・

務

執行体制の効率性 とが

事

見込まれる事業である

業

。また、事務を効率的

評

に実施で
・手段の最適

価

性　など きるようにパ

シ

ッケージシステムへの

ー

改善要望も行っていく

ト

。
　税制改正に対応し

（

た固定資産税の賦課は

様

、地方税法に基
・市が

式

主体となって実施する

２

普通
づき市が主体とな

）

って実施する事業であ

会

る。
妥当性 　べき事業

計

であるか
・総合計画と

名

の整合性　など

　市民

担

から信頼され、満足度

当

の高いサービスを提供

部

するた

施策への ・施策

総

への貢献度
高い

めに、

務

複雑な税制に対応し、

部

正確な賦課を速やかに

一

実施で
・目標達成度 き

般

るにシステムであるこ

会

とから、施策への貢献

計

度が高い事
貢献度 ・市

固

民サービスへの効果　

定

など 業である。

今後の

資

方向性 ■拡充　□現状

産

維持　□改善・効率化

税

　□縮小　□終期設定

シ

　□休止・廃止

　市民

ス

から信頼され、満足度

テ

の高いサービスを提供

ム

するために、複雑な税

導

制に対応し、正確な賦

入

課を速やかに実施で
き

事

るよう今後もシステム

業

導入を進めていく。

担当課 税

Ｃ
 
　
Ｈ
 
　

務

Ｅ
 
　
Ｃ
 
　
Ｋ
 
　
∧

課

　
評
　
価
　
∨

款 項 目 担当係 土地係・家屋係



,306 115,800 116,100
指標 送通数（通）
活動 個人住民税、固定資産税（償却資産）データパンチ 71,756 69,403 58,006 69,500 69,300
指標 委託件数（件）

 
他市との
比較検証

Ｃ
　
事
　
業
　
コ
　
ス
　
ト

単位：千円
２８年度 ２９年度 ３０年度 ３１年度 ３０年度

（決算） （決算） （決算） （予算） 事業費内訳

事業費　① 84,104 53,517 51,716 91,975 合計 51,715,864 円
賃金 7,995,530 円

財
　
源

特定財源 5 4 3 2 需用費 5,413,482 円
役務費 17,662,808 円

一般財源 84,099 53,513 51,713 91,973 委託料 19,481,183 円
使用料及び賃借料 85,536 円

職員人件費　② 15,810 19,572 21,210 22,330 負担金、補助及び
交付金 1,077,325 円

総事業費（①＋②） 99,914 73,089 72,926 114,305

建
設
事
業

全体事業費（単位：千円） 0 ３０年度

Ｄ

特定財源名称

３０年度

　

までの累積事業費 0 原

　

動機付自転車標識再交

　

付弁
償金、リサイクル

Ｏ

品売却収入

２年度以降

　

の事業費見込 0

　
∧
　
　
実
　
　
施
　
　
∨

平成

Ｐ
　
　
Ｌ
　
　

３

Ａ
　
　
Ｎ
　
∧
　
計
　
画

１

　
∨

Ａ
　
事
　
業
　
概
　

年

要

総合計画
分野 計画推

度

進

基本施策 行政経営
施

（

策体系
施策の内容 健全

平

な財政運営

目
　
　
　
的

成

  歳入の根幹をなす

３

市税である市民税、固

０

定

主
た
る
内
容

○税情報

年

の通知
資産税、軽自動

度

車税等の賦課事務を適

評

正かつ     納税通

価

知書、納付書等関係書

）

類の作成
効率的に遂行

刈

し、健全な財政運営を

谷

図る。 ○所得情報処理

市

の事務支援
    デ

事

ータ入力委託
○固定資

務

産評価の事務支援
  

事

  標準宅地の鑑定委

業

託
    地価形成要

評

因等調査委託

位
置
づ
け

価

関連計画  

根拠法令 地

シ

方税法、刈谷市税条例

ー

対象者 納税義務者 事業

ト

期間 ～

実施方法 ■直営

（

　■委託　□指定管理

様

　□補助・助成　□そ

式

の他

１）

会計名 担当部

Ｂ
　
事
　
業
　

総

実
　
績

２８年度実績 ２

務

９年度実績 ３０年度実

部

績 ３１年度計画

・各税

一

納付書、封筒等作成 ・

般

各税納付書、封筒等作

会

成 ・各税納付書、封筒

計

等作成 ・各税納付書、

賦

封筒等作成
・データパ

課

ンチ委託 ・データパン

事

チ委託 ・データパンチ

務

委託 ・データパンチ委

事

託
・標準宅地の鑑定評

業

価 ・標準宅地の鑑定評

担

価 ・標準宅地の鑑定評

当

価 ・標準宅地の鑑定評

課

価

下記のとおり適正な

税

賦課を実施した。

成果

務

課税額  　　市民税

課

       17,

款

767,615千円 

項

    固定資産税 

目

  15,684,6

担

19千円 　　都市計

当

画税   2,866

係

,719千円

    

税

      　軽自動

制

車税      27

係

8,394千円   

2

  たばこ税    

2

  1,097,57

2

4千円

課題

指標名称（単位）
実績値 目標値

２８年度 ２９年度 ３０年度 ３１年度 ３年度

活動 個人住民税、固定資産税、軽自動車税納税通知書発 112,503 113,687 115



5 1,803 2,000 2,100
指標

 
他市との
比較検証

Ｃ
　
事
　
業
　
コ
　
ス
　
ト

単位：千円
２８年度 ２９年度 ３０年度 ３１年度 ３０年度

（決算） （決算） （決算） （予算） 事業費内訳

事業費　① 50,876 75,386 90,059 93,341 合計 90,059,222 円
需用費 427,680 円

財
　
源

特定財源 0 0 0 0 委託料 78,559,524 円
使用料及び賃借料

一般財源 50,876 75,386 90,059 93,341 7,798,588 円
負担金、補助及び

職員人件費　② 24,032 18,308 19,011 19,311 交付金 3,273,430 円

総事業費（①＋②） 74,908 93,694 109,070 112,652

建
設
事
業

全体事業費（単位：千円） 0 ３０年度特定財源名称

３０年度までの累積事業費 0

２年度以降の事業費見込 0

Ｄ
　
　
　
Ｏ
　
　
∧
　
　
実
　
　
施
　
　
∨

平成３

Ｐ
　
　
Ｌ
　
　
Ａ
　
　
Ｎ

１

　
∧
　
計
　
画
　
∨

Ａ
　

年

事
　
業
　
概
　
要

総合計

度

画
分野 計画推進

基本施

（

策 行政経営
施策体系

施

平

策の内容 健全な財政運

成

営

目
　
　
　
的

　税額計

３

算を正確かつ迅速に実

０

行するととも

主
た
る
内

年

容

○システムの保守管

度

理
に、個人情報である

評

各種税関係情報を適正

価

に ○機器借上げ
管理し

）

、情報の漏洩を防止す

刈

る。 ○各種負担金
 （

谷

地方税電子化協議会負

市

担金等）

位
置
づ
け

関連

事

計画  

根拠法令 地方税

務

法、刈谷市税条例

対象

事

者 納税義務者 事業期間

業

平成１５年度 ～

実施方

評

法 □直営　■委託　□

価

指定管理　□補助・助

シ

成　□その他

ート （様式１）

会

Ｂ
　

計

事
　
業
　
実
　
績

２８年

名

度実績 ２９年度実績 ３

担

０年度実績 ３１年度計

当

画

・保守管理 ・保守管

部

理 ・保守管理 ・保守管

総

理
・軽自動車税システ

務

ムマイナ ・市民税シス

部

テムマイナン　 ・固定

一

資産税システム元号改

般

・市民税システムマイ

会

ナン　
　ンバー改修等

計

　バー改修等 　修等 　

賦

バー改修等

下記の納税

課

義務者及び課税対象物

事

件のデータをシステム

務

で適正に管理するとと

シ

もに、適切な賦課事務

ス

を遂行できた。

成果
賦

テ

課件数 

　市民税　　

ム

　個人：  80,8

管

60人、 法人： 3

理

,720法人　軽自動

事

車税　41,565台

業

　固定資産税　家屋：

担

  51,379棟、

当

 土地： 108,3

課

45筆　都市計画税　

税

家屋：　45,046

務

棟、 土地：　58,

課

590筆

課題

指標名称

款

（単位）
実績値 目標値

項

２８年度 ２９年度 ３０

目

年度 ３１年度 ３年度

活

担

動 個人住民税（当初課

当

税）及び法人市民税エ

係

ルタック 123,40

税

9 132,087 13

制

0,990 131,0

係

00 131,000
指

2

標 ス課税件数（件）
活

2

動 固定資産税（償却資

2

産）電子申告件数（件） 1,521 1,77


